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様式第十八（第１３条関係） 

 

認定事業再編計画の内容の公表 

 

１． 認定をした年月日 

   平成 29年８月 30日 

 

２．認定事業者名 

   株式会社 BIKEN 

 

３．認定事業再編計画の目標 

(1)事業再編に係る事業の目標 

一般財団法人 阪大微生物病研究会（BIKEN 財団）は、「優れたワクチンを通じて、世界中

の大切な生命を守る」を創業以来の使命とし、80 年以上にわたって、ワクチン専業メーカーと

して様々な感染症予防ワクチンの研究開発に尽力し、数々の日本初のワクチンを創出してきた。

現在、製造販売元として、国内で最も多くの量のワクチンを供給しているが、昨今の感染症の

発生動向や他社のワクチン供給状況等により、当会へのワクチンのさらなる供給拡大が期待さ

れている。生産能力の拡大のために、生産２拠点体制を確立するため、従来からの観音寺研究

所（八幡）に加え、瀬戸事業所での生産施設の立ち上げに尽力中である。 

一方、田辺三菱製薬株式会社（田辺三菱製薬）は、BIKEN 財団が製造するワクチンの販売元

として、50 年以上にわたりBIKEN 財団と相互連携しており、ワクチン事業はその中核事業の一

つである。 

BIKEN 財団が今般新たに設立した株式会社BIKENでは、BIKEN 財団の生産部門を分社化し、そ

のワクチン製造技術を基軸として、田辺三菱製薬の医薬品生産に関するシステムや管理手法等

を融合する。この取り組みにより、瀬戸事業所への生産施設移管、立ち上げをスピードアップ

し、2019 年までに予定している生産基盤の強化、すなわち2 拠点体制の確立をさらに加速させ

ることで、ワクチンのさらなる安定供給への貢献をめざす。 

 

(2) 生産性及び財務内容の健全性の向上を示す数値目標 

計画の対象となる事業の生産性の向上としては、平成31 年度には平成28 年度に比べて、従

業員1 人当たり付加価値額を13%向上させることを目標とする。 

財務内容の健全性の向上としては、平成31 年度において当社の有利子負債はキャッシュフロ

ーの▲0.7 倍、経常収支比率は138.0％となる予定である。 

 

４．認定事業再編計画に係る事業再編の内容 

(1) 事業再編に係る事業の内容 

①計画の対象となる事業 

ワクチン事業 

<選定理由> 

BIKEN 財団は、80 年前の創業以来、「優れたワクチンを通じて、世界中の大切な生命を守

る」を使命として感染症予防に貢献してきた。今回ワクチン事業の中で、さらなる安定供給

への貢献を目指すために、BIKEN 財団からワクチン製造部門を分社化し、そのワクチン製造

技術に田辺三菱製薬の医薬品生産に関するシステムや管理手法等を融合することで、生産基

盤の強化及び生産の２拠点体制を実現し達成する。 

 

②実施する事業の構造の変更と分野又は方式の変更の内容 

BIKEN 財団のワクチン製造部門を、新設した株式会社BIKEN に承継することで、ガバナン

ス体制、収益・コスト管理体制、生産基盤の強化によって、意思決定の迅速化、事業活動の

効率化を図る。また、八幡、瀬戸事業所の２拠点体制の確立をさらに加速させることで、ワ
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クチンのさらなる安定供給への貢献をめざす。 

さらに、民間企業のコスト管理・生産管理体制導入のため、当社は親会社のBIKEN財団より、

田辺三菱製薬への株式の譲渡を行う。 

なお、当該事業再編計画による生産性の向上は当該事業分野における市場構造に照らして

も持続的なものと見込まれる。 

また、当該事業分野は過剰供給構造にはなく、さらに一般消費者及び関連事業者の利益を

不当に害するおそれがあるものではない。 

 

（事業の構造の変更） 

・出資の受入れ 

株式会社BIKEN は、親会社であるBIKEN 財団を引受先とする株主割当増資を実施し、BIKEN 

財団はワクチン事業に関連する資産の現物出資ならびに金銭出資を行う。 

増資額：47,800,000,000 円（うち23,900,000,000 円を資本金へ組み入れ） 

増資前の資本金 ：50,000,000 円 

増資後の資本金 ：23,950,000,000 円 

増資の方法：株主割当増資 

増資予定日：平成29年９月１日 

 

増加する資本金のうち、現物出資は次のとおり。 

① 現物出資者：一般財団法人阪大微生物病研究会 

② 現物出資する資産：ワクチン製造設備 

③ 現物出資額：37,724,712,674 円（消費税込み） 

 

・合弁事業の形成 

BIKEN 財団は保有する株式会社BIKEN 株式の33.4%を田辺三菱製薬に譲渡する。 

譲渡する株式数：334 株 

発行済株式総数：1000 株（譲渡時点見込み） 

株式譲渡予定日：平成29年９月１日 

 

・資本金の減少 

株式会社BIKEN は、資本金の減少手続きを実施する。 

減資額：23,850,000,000 円 

減資前の資本金：23,950,000,000 円 

減資後の資本金：100,000,000 円 

減資予定日：平成 29 年 10 月（予定） 

 

（事業の分野又は方式の変更） 

八幡、瀬戸事業所の２拠点体制の確立によるワクチンの安定供給体制の強化、水痘ワクチン

の帯状疱疹市場への投入（帯状疱疹ワクチン）、その他ワクチン製品のアジア市場への投入を

行う計画である。これらの施策により、平成31 年度の帯状疱疹ワクチンの総売上高に対する比

率を16%とすることを目標とする。 

 

(2) 事業再編を行う場所の住所 

大阪府吹田市山田丘3-1 

BIKEN 財団本部 

 

香川県観音寺市八幡町2-9-41 

BIKEN 財団 観音寺研究所（八幡） 
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香川県観音寺市瀬戸町4-1-70 

BIKEN 財団 観音寺研究所 瀬戸事業所 

 

東京都東村山市久米川町5-34-4 

BIKEN 財団 ポリオ研究所 

 

香川県観音寺市瀬戸町4-1-70 

株式会社BIKEN 本社 

 

(3) 関係事業者・外国関係法人に関する事項 

BIKEN 財団 

当社の発行済株式総数の100％を保有しており、関係事業者に該当する。なお、合弁事業の

形成後も引き続き66.6％を保有することとなる。 

 

(4) 事業再編を実施するための措置の内容 

別表１のとおり 

 

５．事業再編の実施時期 

(1) 事業再編の開始時期及び終了時期 

開始時期：平成２９年９月 

終了時期：平成３２年３月 

 

６．事業再編に伴う労務に関する事項 

(1) 事業再編の開始時期の従業員数（平成２９年８月末時点） 

株式会社BIKEN 0 名 

BIKEN 財団 937 名 

 

(2) 事業再編の終了時期の従業員数 

株式会社BIKEN 671 名 

BIKEN 財団 375 名 

 

(3) 事業再編に充てる予定の従業員数 

株式会社BIKEN 671 名 

BIKEN 財団 0 名 

 

(4) (3)中、新規に採用される従業員数 

株式会社BIKEN 0 名 

BIKEN 財団 193 名 

 

(5) 事業再編に伴い出向または解雇される従業員数 

出向受入予定人員数 671 人 

出向予定人員数 なし 

転籍予定人員数 なし 

解雇予定人員数 なし 

 

７．事業再編に係る競争に関する事項 

 計画の対象となる事業分野において、適正な競争は確保される。なお、本事業再編計画は公正取

引委員会への協議を行っており、本事業再編計画は私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律上の問題が無い旨の回答を得ている。 
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別表１ 

 １．事業再編の措置の内容 

措置事項 実施する措置の内容及びその実施する時期 期待する支援措置 

法第２条第１１項第１号

の内容 

  

 へ 出資の受入れ 株式会社 BIKEN の出資の受入れ 

① 増加前資本金：50,000,000 円 

② 増加する資本金：23,900,000,000 円 

（資本準備金：23,900,000,000 円） 

③増資の方法：株主割当増資 

③ 増資予定日：平成２９年９月１日 

 

増加する資本金のうち、現物出資は次のとお

り。 

① 現物出資者：一般財団法人阪大微生物病

研究会 

② 現物出資する資産：ワクチン製造設備 

③ 現物出資額：37,724,712,674 円（消費税

込み） 

 

租税特別措置法第

80 条第 1 項第 1 号

（認定事業再編等

に基づき行う登記

の税率の軽減） 

 

租税特別措置法第

80 条第１項第 4 号

（資本金の額の増

加に伴う不動産の

所有権の移転登記

等の税率の軽減） 

 

法第 30 条（株式発

行等に係る現物出

資の調査に関する

特例） 

 

法第２条第１１項第２号

の要件 

  

 イ 新商品の開発及

び生産又は新たな役

務の開発及び提供に

よる生産若しくは販

売に係る商品の構成

又は提供に係る役務

の構成の変化 

 

八幡、瀬戸センターの 2拠点体制の確立によ

るワクチンの安定供給体制の強化、水痘ワク

チンの帯状疱疹市場への投入、その他ワクチ

ン製品のアジア市場への投入を行う計画で

ある。これらの施策により、平成 31 年度の

総売上高に対する帯状疱疹ワクチンの比率

を 16%とすることを目標とする。 

 

 


